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第二期野洲市子ども・子育て支援事業計画進捗管理



計
画

#

第二期野洲市子ども・子育て支援事業計画

豊かな自然とこころを、すべての子の育ちのために

基本目標 施策の方向性

３ すべての子どもが健やか
に育つ環境づくり

(１)ひとり親家庭への支援

(２)いじめ、不登校、問題行動への対応の充実

(３)子どもの権利の尊重

(４)関連計画との連携（障がい児福祉 など）

２ 子どもの生きる力を
育む環境づくり

１ 子育てにやさしい
環境づくり

(１)多様な保育サービスの充実

(２)地域での子育て支援体制の充実

(３)ワーク・ライフ・バランスの推進

(４)経済的負担の軽減

(５)関連事業との連携（母子保健 など）

(１)家庭教育の充実と親としての意識の醸成

(２)地域における学習の推進

(３)命に関する教育の充実

(４)豊かな自然、歴史・文化環境の活用と保全

(５)子どもの安全の確保

(６)関連計画との連携（教育振興・食育 など）

 社会資源を最大限に活用

し、子育てサービスの充実

や、子育てにやさしい環境

づくりへの機運が高められ

る取り組みや環境の整備

 仕事と子育ての両立をサ

ポートするため、保育所の

待機児童解消

 地域全体で支える子育て支

援の充実

 幼・保・小・中での密な連

携のもとでの教育活動によ

る基礎学力の定着や、人と

のふれあいを通じて感性豊

かな心を育む

 子どもにとって最善の利益

が保障されるよう、様々な

局面において子どもの主体

性に配慮するとともに、子

どもの意見が反映され、子

ども自身が参加できるよう

支援

 児童虐待、いじめ、不登校

等の事象や要保護児童等の

把握を行い、切れ目ない支

援体制の整備、障がい児支

援の推進、さらにひとり親

家庭の自立を支えるための

取組を推進

基本理念

〇個別計画等にて、それぞれ所管する担当課

において進捗管理を行う。

※計画書本編Ｐ５２～５７

〇個別計画等にて、それぞれ所管する担当課

において進捗管理を行う。

※計画書本編Ｐ５８～６１

〇幼児教育・保育、地域子ども・子育て支援

事業の量の見込み及び確保方策について、

次頁以降にて進捗管理を行う。

〇関連事業との連携は、それぞれ所管する

担当課にて、進捗管理を行う。

※計画書本編Ｐ２６～５１
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１．幼児教育・保育の量の見込み及び確保方策
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幼稚園での２歳児の満３歳保育について検討します。
保護者の利便性向上を図るため、幼稚園の預かり保育の時間延長について検討します。

教育・保育の質の確保及び向上を図るため、保育士や幼稚園教諭等への研修を行うほか、教育・保育施設の運営に対して適
正な指導と必要な助言を行います。
幼児教育の専門的な知見や豊富な実践経験を有する者を幼児教育アドバイザーとして配置し、教育・保育施設等への訪問支
援等を通じて、教育内容や指導方法、指導環境の改善等について助言を行い、質の向上を図ります。
「野洲市三方よし人材バンク」事業を推進し、教育・保育の担い手を増やし、待機児童の解消等を図ります。
保育士や幼稚園教諭等の処遇改善を始めとする労働環境の改善に努めます。

④その他

必要に応じ、認可保育施設を開設する新規事業者の参入を検討します。

②定員増による確保

公立保育所（園）の定員の見直しを行い、定員増を図ります。
民間保育所（園）と協議を行い、定員増を図ります。
公立施設の空き室を利活用することで、定員増を図ります。
老朽化した施設の更新・整備を行うなかで、定員増を図ります。

③幼児教育・保育等の質の確保及び向上

地域型保育事業の整備により、定員増を図ります。

※待機児童数（その他）の39名は、希望園を限定されている、兄弟姉妹で入所（園）希望されている等の理由により、国基準の
待機児童数にならない。

（３）

第二期野洲市子ども・子育て支援事業計画（一部見直し後）における幼児教育・保育の確保の方針

①利用調整等による確保

本市の幼稚園では、預かり保育を含めると10時間程度在園することが可能であり、２号ニーズの超過分は、幼稚園にて対応可能で
す。よって、一定数の２号認定者については幼稚園＋預かり保育を利用いただくことで保育ニーズの充足を図ります。

待機児童数（その他） ▲ 6人 ▲ 4人 ▲ 29人
内訳

待機児童数（国基準） ▲ 2人 ▲ 4人 ▲ 34人 ▲ 40人

▲ 39人

（２）

【実績】入所園児数－申込者数 0人 0人 ▲ 8人 ▲ 8人

468人②－① 297人 223人 ▲ 3人 28人 ▲ 77人

▲ 63人 ▲ 79人

保育所（園） 651人 94人 405人 1,150人

※広域入所を含む。

1,110人

【実績】入所園児数 645人 43人 428人 1,116人

計画達成数（利用定員） 616人 101人 393人

（5人）

1,265人

計画達成数（利用定員） 895人 350人 20人 1,265人

722人

（１） 令和３年４月１日時点

区分

令和３年度

１号認定 ２号認定 ３号認定

合計

３～５歳 ０歳 １・２歳

幼稚園希望

保育所（園）希望
14時まで

14時以降
一定時間

①量の見込み
（必要利用定員総数）

598人 127人 674人 66人 482人 1,947人

【実績】申込者数 471人 251人 653人 51人 491人 1,917人

②確保の
　内容

幼稚園及び預かり保育 895人 350人 20人

【実績】入園児数 471人 251人
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①

②

③

④

① A

② B

③ B

④
A

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計
3 27 20 2 0 0 52
4 16 18 1 1 0 40
0 6 11 10 0 0 27

（参考）

待機児童数（国基準）の推移

令和２年度
令和３年度

令和４年度 ※

各年度

・待機児童は減少したが、解消までは至っていないため、さらなる保育の受け皿を導入するなどの取り組みが
　必要である。

（６）

今後の方向性や課題等

・待機児童を解消するため、また年度途中での利用希望や育児休暇明けの利用希望に対応するためにも、保育
　士の確保が必要である。

A 達成
B 未達成
C 見直し

保育所（園）希望において、幼稚園及び預かり保育で５人利用調整した。

民間保育所（園）から前向きな検討をいただいたが、定員増までは至らなかった。

人材バンク事業で人材確保に向けた取り組みを行ったが、待機児童を解消できるまでの人
員確保には至らなかった。

小規模保育事業を導入するため、事業者の公募を行った結果、２事業者を選定し、令和４
年度に開設できる運びとなった。

民間保育所（園）と協議を行い、定員増を図ります。

「野洲市三方よし人材バンク」事業を推進し、教育・保育の担い手を増やし、待機児童の解消等を図ります。

小規模保育事業の導入に向けた取り組みを進めます。

（５）

令和３年度の実績 達成度

（４）

令和３年度の主な計画内容

保育所（園）希望において、幼稚園及び預かり保育で利用調整します。

※令和４年度は令和４年１月末日時点の見込みであり、そのほかの年度は各年４月１日時点。

０歳 ０歳

１歳

１歳

１歳

２歳

２歳

２歳
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３歳

３歳

52人

40人

27人
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 ※

待機児童数（国基準）の推移

５歳
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合計
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２．地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策

事業名 担当部署
確保方策

※【　】内に特記事項を記載。

令和３年度

今後の方向性や課題等計画 実績（令和４年３月末見込み）

見込量・確保の内容 計画数 実績数 差 達成度

1
利用者支援事業

（野洲市妊産婦支援事業など）
子育て支援センター

　健康推進課

本事業は、現在の２か所を維持し、さらなる周知を図りつつ、子
育て支援コンシェルジュを配置し相談支援の利用促進を図りま
す。
事業の周知にあたっては、孤立しがちな親子等にもアピールでき
るよう、関係機関との協力による情報発信を図ります。
また、妊産婦が早期に相談でき支援につながることができるよ
う、母子健康手帳交付時に保健師・助産師が支援者として個別面
談します。こうした相談窓口について、広報・ホームページ等に
て広く周知します。
そして、医療機関や関係課、子育て支援センター等が連携し、相
談内容に応じた支援を実施します。

①量の見込み
（実施か所数／か所）

2か所 2か所 Ü
A：達成
B：未達成
C：見直し

母子健康手帳交付時には、保健師・助産師が個別面談行い、妊娠から子
育てに関する相談窓口であることの周知と母子保健サービスの情報提供
を実施している。新型コロナウイルス感染症の影響もあり、妊娠や出
産、子育てに対して不安を感じる妊産婦が増加傾向にある。妊娠早期か
らの切れ目のない支援を行うべく、医療機関や関係課、子育て支援セン
ター等が連携し、相談内容に応じた支援を実施している。引き続き、丁
寧な支援を行っていく。【健康推進課】

昨年度に引き続き長引くコロナ禍の影響で育児に対してもストレスが生
じている。行き場のない保護者に対して広場開放の中で利用者の相談を
受け、緊急事態宣言下では個別相談を受け対応した。また、関係機関と
連携して支援を行った。【子育て支援センター】

②確保
の内容

基本型 1か所 1か所 Ü

Ａ

母子保健型 1か所 1か所 Ü

2
地域子育て支援拠点事業

（子育て支援センター事業）
子育て支援センター

市内の幼稚園や子育て支援センターを対象とし、令和元年に実施
した事業者等アンケート調査では、就園前等の保護者の孤立化を
防ぐための取組が課題としてあがっていることから、さらなる周
知による利用促進とともに、相談し安心できる(人的･物的）環境
づくりを図り、夏期の広場開放等による親子等の遊び場の確保に
努め、令和５年度以降は公共施設の空きスペースを活用し確保す
る予定です。

【野洲市子育て支援センターでは、令和２年度に遊び場面積を拡
大しており、引き続き親子等が遊べる場を提供します。】

①量の見込み
（年間延利用／人日）

33,108人日 13,300人日 ▲ 19,808人日
A：達成
B：未達成
C：見直し

昨年度から広場が広くなったが、コロナ対策のため、広場を休館したほ
か、利用者の人数制限を行いながら運営した。利用者人数はコロナ前よ
りは減っているが、昨年度より少し増加した。
＜各センター実績内訳（令和4年３月末見込み）＞
・野洲市　6,800人日
・きたの　4,400人日
・あやめ　2,100人日

引き続き利用ニーズに応える。

②確保
の内容

実施か所数 3か所 3か所 Ü

Ａ
年間延利用 21,000人日 30,000人日 9,000人日

3 妊婦健康診査 健康推進課

市内の妊婦が健やかな妊娠期間を過ごせるよう、受診環境の一層
の整備に努めるとともに、受診率の状況や県内の公的支援の動向
を確認しながら、助成額の増額や実施回数の増加等、公的支援の
拡充等について検討します。

【令和3年4月1日から、出産後に耳の聞こえの問題を早期に発
見、早期に治療や支援につなぐため「新生児聴覚検査の一部助
成」、多胎児妊婦は単胎児妊婦と比較すると頻回な妊婦健診を推
奨されることから「多胎妊婦への妊婦健診（基本健診分）追加交
付」を実施します。】

①量の見込み
（年間実利用／人）

434人 387人 ▲ 47人
A：達成
B：未達成
C：見直し

母体と胎児の健全な生育を確認する妊婦健康診査の費用を一部公費負担
している。令和3年度から多胎児を妊娠した妊婦は妊婦健診受診回数の増
加に伴い、経済的負担を軽減する目的で追加の基本受診券を交付してい
る。今後も継続して実施していく。

②確保
の内容

年間実利用 434人 434人 Ü Ａ

A：達成
B：未達成
C：見直し

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を保健師または助産師が訪問
し、赤ちゃんの発育や発達、産後の健康、子育てなどの様々な不安や悩
みを聞き、子育て支援に関する情報提供や関係機関に繋げる等の相談支
援を実施した。訪問希望のない家庭も電話連絡し、全数把握に努めてい
る。今後も関係機関と連携しながら継続して実施していく。【健康推進
課】

民生委員・児童委員による子育て家庭訪問事業（一歳児訪問事業）につ
いては、令和３年度実績は410人で、今後も継続していく。市内の外国
人世帯も増え、日本語が通じない世帯もあるので、訪問していただくに
あたり、そのフォローとして訪問チラシの翻訳文を作成した。引き続
き、丁寧な支援方法を検討する必要がある。【家庭児童相談室】

②確保
の内容

訪問率 100% 100% Ü

Ａ

4
乳児家庭全戸訪問事業

（赤ちゃん訪問・１歳児訪問）
健康推進課

　家庭児童相談室

乳児のいる全家庭訪問を目指し、育児に不安をもつ産婦が増えて
きていることから、関係機関との連携強化により、早期訪問等に
より早期の状況把握に努めます。
また、民生委員・児童委員の訪問が円滑に行えるよう、事業の周
知に努めます。

①量の見込み
（年間訪問乳児数／人）

413人

年間訪問乳児数 413人

5 養育支援訪問事業 家庭児童相談室

要保護児童対策地域協議会を開催し、関係機関等と連携・協議し
て、児童虐待の予防、早期発見及び被虐待児童への迅速かつ適切
な対応や、児童虐待防止についての市民啓発を実施していくとと
もに、養育支援を必要とする家庭との関係性を築きながら、継続
した支援を行います。

①量の見込み
（年間訪問乳児数／人）

27人 48人 21人

311人 ▲ 102人

A：達成
B：未達成
C：見直し

健康推進課の母子保健担当と情報共有をしながら、養育支援を必要とす
る家庭に対し継続的な支援を実施していく。

②確保
の内容

年間訪問乳児数 27人 27人 Ü Ａ

413人 Ü

6
子育て短期支援事業

（ｼｮｰﾄｽﾃｲ､ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃｲ）
家庭児童相談室

育児疲れや育児不安等、必要な人が必要時に利用できるよう、広
く周知に努めます。

4人日 1人日
A：達成
B：未達成
C：見直し

本事業は市外法人に委託しており対象年齢は２歳以上となっているが、
今後、2歳未満を対象とする里親委託もできることから、乳幼児も含めた
支援ができるよう検討していく。

②確保
の内容

実施か所数 1か所 1か所 Ü

Ａ

①量の見込み
（年間延利用／人日）

3人日

年間延利用 40人日 40人日 Ü
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２．地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策

事業名 担当部署
確保方策

※【　】内に特記事項を記載。

令和３年度

今後の方向性や課題等計画 実績（令和４年３月末見込み）

見込量・確保の内容 計画数 実績数 差 達成度

Ü

7
子育て援助活動支援事業

（ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業での送迎等）
こども課

現在の体制を維持しつつ、市の広報やホームページ、委託先等を
通じて、サービスを必要とする方への周知を図るほか、お手伝い
をしたい人（まかせて会員）の確保に努めます。

①量の見込み
（年間延利用／人日）

2,109人日 1,217人日 ▲ 892人日

Ü

8
一時預かり事業

（幼稚園預かり保育・保育所等一時保育）
こども課

幼児教育・保育の無償化に伴う影響を考慮しつつ、現在の体制を
維持し、需要への対応とサービスの質の向上に努めます。
また、野洲市三方よし人材バンク等を活用することで、一時預か
りを担う保育人材の確保に努めます。

【

幼
稚
園
型
】

①量の見込み
（年間延利用／人日）

33,189人日 47,926人日

一時預かり事業
（幼稚園型Ⅰ）

86,950人日 86,950人日

260人日

14,737人日

【

幼
稚
園
型
以
外
】

A：達成
B：未達成
C：見直し

見込量より少ない実績となり、新型コロナウイルス感染症の影響が一因
と思われる。現行体制を維持しつつ、本事業の情報を周知し、まかせて
会員の確保に努めていく。

②確保
の内容

実施か所数 1か所 1か所 Ü

Ａ
年間延利用 2,200人日 2,200人日 Ü

Ａ

一時預かり事業（幼稚園型以外）では、新型コロナウイルス感染症の影
響からか、見込量の半数ほどの実績となった。ただ、待機児童の保護者
が一時預かりを恒常的にやむなく利用されている現状があり、そのこと
で、急遽、一時預かりが必要となった保護者が本事業を利用できなくな
ることが考えられる。今後、これを改善するため、保育の受け皿を整
え、一時預かりを利用される保護者が利用したいときに利用できる体制
を整えていく。

ファミリー・サポート・センター事業の一時預かりにおいては、見込量
を大きく下回る利用（実績）となった。結果として利用が少なかったこ
ともあると思われるが、新型コロナウイルス感染症の影響が一因と考え
られる。

一時預かり事業
（幼稚園型以外）

2,153人日 1,143人日 ▲ 1,010人日

Ａ

ファミリー・サポー
ト・センター事業
（就学前児童）

258人日 54人日 ▲ 204人日

①量の見込み（年間延利用／人日） 2,411人日 1,197人日 ▲ 1,214人日 A：達成
B：未達成
C：見直し

②確保
の内容

一時預かり事業
（幼稚園型以外）

2,200人日 2,200人日 Ü

ファミリー・サポー
ト・センター事業
（就学前児童）

260人日

②確保
の内容

延長保育事業は保育所（園）で実施することから、その確保量は保育所
（園）の定員と同数になるが、保育士不足等により計画した確保量の達
成には至っていない。ただ、需要量に対しては応えられており、次年度
以降も継続する。

②確保
の内容

実施園数 10園 10園 Ü

Ｂ
年間実利用 1,150人 1,110人 ▲ 40人

①量の見込み
（年間実利用／人）

661人 502人 ▲ 159人

10 病児保育事業 こども課

病児保育事業の周知による利用促進に努めるほか、体調不良型に
おける人材確保（看護師の配置）について、野洲市三方よし人材
バンクの活用等、必要な対策を実施し、令和２年度以降は体調不
良型事業を１か所増やす計画です。

【令和２年度に体調不良型において看護師の配置ができたことか
ら、継続して安定した体制により実施します。】

①量の見込み
（年間延利用／人日）

2,328人日 2,005人日

9 延長保育事業 こども課
保護者の就労形態の多様化や長時間勤務に伴う需要に対して、現
在の体制を基本として対応します。

A：達成
B：未達成
C：見直し

病児・病後児対応型は１か所で民間小児科医（病児保育室とう太）によ
り実施しており、３月末見込みで1,031人日の利用があった。次年度以
降も実施する。

体調不良児対応型は保育園６か所で実施しており、看護師を配置し実施
している。３月末見込みで974人日の利用があった。次年度以降も実施
する。なお、篠原保育園は職員の退職により令和3年8月から休止してい
るが、次年度は再開を予定している。

②確保
の内容

病児・病後児対応型

1か所 1か所 Ü

Ａ
1,200人日 1,200人日 Ü

体調不良児型

6か所 6か所 Ü

1,200人日 1,200人日 Ü

▲ 323人日

A：達成
B：未達成
C：見直し

幼稚園の預かり保育（緊急預かり保育を含む）では、見込量の想定を大
幅に上回る利用（実績）となった。幼児教育・保育の無償化による影響
や保育ニーズの高まりにより保育所を申し込んだものの保留となった３
歳児～５歳児が幼稚園に入園し、預かり保育を利用していることが影響
していると考えられる。特に中主幼稚園では、定員を超過する利用者数
となった（令和３年４月１日時点：定員90人に対して、101人の利
用）。このことから、預かり保育担当教諭の確保が課題となっている
が、今後も適切な人員配置に努めつつ、現行体制を維持していく。（広
域利用者を含む。）

A：達成
B：未達成
C：見直し
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２．地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保方策

事業名 担当部署
確保方策

※【　】内に特記事項を記載。

令和３年度

今後の方向性や課題等計画 実績（令和４年３月末見込み）

見込量・確保の内容 計画数 実績数 差 達成度

年間利用 1,105人 1,225人 120人

②確保
の内容

実施か所数 25か所 25か所 Ü

利用定員

A：達成
B：未達成
C：見直し

学童保育は待機児童がないが、地域により利用者数の偏在がある。特に
北野こどもの家では、季節（春季・夏季）利用時に定員を超過する利用
者数となった（令和３年４月１日時点：北野第１～４こどもの家の定員
200人に対して、241人の利用）。このことから、北野小学校音楽室を
利用した。

今後も待機児童が発生しないよう、地域による利用者数の偏在を注視し
ていくとともに、学校の協力を得て小学校の教室等を活用していく。な
お、小学校の教室等を活用することができれば、新築等する場合よりコ
ストや時間を大幅に縮減できることになる。

１年生 211人 250人 39人

２年生 197人 224人 27人

143人 ▲ 20人

６年生 128人 75人 ▲ 53人

215人

1,105人 1,105人 Ü

12
実費徴収に係る補足給付を行う事業

（世帯の状況により園行事費等を助成）
こども課

対象児童を適切に把握した上で、実費徴収に係る補足給付の公費
負担を実施します。

①量の見込み
（年間支給児童数／人）

6人

11
放課後児童健全育成事業

（学童保育）
こども課

施設によっては季節利用時に定員超過のところもあることから、
季節利用時には小学校の余裕教室を活用しつつ、今後も待機児童
が発生しないよう、需要に応じた実施体制の確保に努めます。ま
た地域による利用偏在を把握しつつ、老朽化が著しい施設を更新
するなかで定員増を図ります。

【北野こどもの家では、季節保育時に定員超過しており、春休み
や夏休みにおいて、北野小学校の特別教室を利用します。また老
朽化した施設の更新について検討をすすめます。】

①量の見込み（年間延利用／人日） 1,092人

小学校余裕教室活用（季節時）

４年生 178人

②確保
の内容

年間支給児童数 6人

５年生 163人

1,027人 ▲ 65人

３年生 187人 ▲ 28人

0か所 2か所 2か所

必要に応じ、多様な事業者の新規参入を検討するとともに、小学校就学
前の子どもを対象とした多様な集団活動を利用する幼児の保護者の経済
的負担を軽減し、適切な教育・保育等の提供体制の確保を図る。

②確保の内容 Ü 1件 1件 Ａ

Ａ

今後も継続して実施し、対象児童に係る実費徴収の補足給付を行う。

6人 Ü Ａ

6人 Ü
A：達成
B：未達成
C：見直し

148人 ▲ 30人

13
多様な主体が本制度に参入することを

促進するための事業
（民間事業者の参入等促進する事業）

こども課
必要に応じて、認可保育施設を開設する新規事業者の参入を検討
します。

①量の見込み Ü 1件 1件
A：達成
B：未達成
C：見直し
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